



















































カの私学が卓越性のモデルとして模倣されているとされる。S. Marginson & M. Considine,

























































































































その実際上の名称は，Board of Trustees, Board of Regents, Board of 




















⑾　Sweezy v. Hampshire, 354 U.S.234. さらに，芦部信喜『憲法Ⅲ』（有斐閣・1998年），
214頁を参照せよ。

















































































































































































































































































































































































































































































































































　S. Marginson & M. Considine,“THE ENTERPRISE UNIVERSITY”, Cambridge 
University Press, 2000, p.27.
　J. Cain & J. Hewitt, “Off Course - from public place to marketplace at Melbourne 






























































　S. Marginson & M. Considine, p.22-31.
　メルボルン大学法５条１項。Melbourne University Act 1958, Act No. 6405/1958, 
Version incorporating amendments as at 31 August 2005.






























　J. Cain & J. Hewitt, p.70.

































































































　R. Boston, College and corporation：Institutional power in the Enterprise University, 































　メルボルン大学のアカデミック・ボードについては，Quick Guide to the Academic 



































































































































































































































































































































































































































































































































　S. Marginson & M. Considine, p.131.
岡　法（64―１)
45
???
206
エンタープライズ・ユニバーシティの行く末を左右するというのである(96)。
　日本における学問の自由を再度確認すれば，憲法23条の保障する学問の自
由の内容は，通説によれば，①学問研究の自由，②学問研究の発表の自由，
③大学における教授の自由，④大学の自治とされる。そして東大ポポロ事件
において最高裁は大学の自治の内容として，⒜学長・教授その他研究者の人
事の自治，⒝施設および学生の管理の自治を挙げていた。このうち，①②③
は個人の自由の問題であり，④は集団の自由が問題となっていて次元が異な
る。しかし④の主体を教授会自治とみなすならば，これは「大学の自主・自
律」のなかで，学問の自由を守る仕組みと理解できる。④は同僚制文化を保
障するが故に，学問の自由の保護者たりえたのである。
　なお④の内容のうち，学長人事，施設の管理をはじめとして，それは，「大
学の自主・自律」すなわち「大学の管理」の領域へ取り込まれ始めている。
①②③の擁護者は，大学の自治から「ディシプリンを同じくするデパートメ
ント」へ，あるいは裁判所へと移っていくように思われる。このように考え
るならば，③の問題の一部である「提供すると決まった教科をどのように教
えるか」という問題は，個人の問題であると同時に，④集団の問題でもあり，
ディシプリンを同じくする教授会がそれを決めるのが，学問の自由の要請で
あろう。
　最後に，学問の自由から大学の自主・自律を見た場合，学問の自由の保障
がしっかりしているならば，大学（＝学長）権力が強いことは，チェック機
構がしっかりしている限り，大学の発展にとって悪いことではない。アメリ
カの大学はその例であろう。オーストラリアの展開は今後とも注視が必要で
ある。日本における今回の法改正は，学長の権力を強くすることを主眼とし
ているが，各大学において，本当に自主・自律を獲得しうるのか，さらには
如何に立憲主義を構築していくのかが課題となろう。
　本研究は，科学研究費・基盤研究⒞⑵・2008～2010年度・研究課題番号20600011「大学
　Ibid., p.130.
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組織編成に関する米・豪・独の比較法的公法学的研究」（研究代表者・中富公一）の研究成
果の一部でもある。記して謝意を表したい。本稿はすでに２年前に別企画のために準備し
ていたものであるが，結局その企画がなくなったところ，2014年の法改正の議論が始まっ
たのに触発され，改めて米，豪，日の比較検討を行ったものである。
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